
１　バランスシート

　

○有形固定資産の推移

　Ｈ14末　2兆9,794億円（対前年比+2.6%）

　Ｈ15末　2兆9,957億円（対前年比+0.5%）

　Ｈ16末　2兆9,877億円（対前年比△0.3%）

　Ｈ17末　2兆9,590億円（対前年比△1.0%）

　Ｈ18末　2兆9,217億円（対前年比△1.3%）

○県債残高（固定負債＋流動負債）の推移

　Ｈ14末　1兆2,350億円（対前年比+6.4%）

　Ｈ15末　1兆2,731億円（対前年比+3.1%）

　Ｈ16末　1兆2,810億円（対前年比+0.6%）

　Ｈ17末　1兆2,853億円（対前年比+0.3%）

　Ｈ18末　1兆2,854億円（対前年比+0.0%）

　

○　増減の主なもの

有形固定資産 （△373億円） 県債（＋0億円）
　農林水産業費（△213億円） 退職手当引当金（△36億円）
　土木費（△140億円）
　警察費（△22億円） 　

一般財源等（△283億円）
国庫支出金（△89億円）

平成１８年度普通会計バランスシート・行政コスト計算書のポイント

正味資産の減（△372億円･2.2%の減）

資産の減（△409億円・1.3％の減）

正味資産の部

資産の部 負債の部

負債の減（△37億円・0.3%の減）
　行革の進展により職員数が減少し、退職手当引当金が減
　県債残高はほぼ横ばい
　（バランスシート作成以来初めての減）

　新規投資の抑制と減価償却の進展による有形固定資産の
減
　（３年連続の減）

　行政コストが収入を上回っていること等による減
　（５年連続の減）



２　行政コスト計算書

　行政コストの減（△151億円）

行政コストと収入の差：△283億円（正味資産国庫支出金償還額を除く）

　収入の減（△149億円）

○　増減の主なもの

（性質別） （目的別）

人に係るもの 総務費（31億円）

人件費（△37億円） 民生費（47億円）

退職給与引当金繰入（△14億円） 農林水産業費（△58億円）

物に係るもの 商工費（△24億円）

維持補修費（△17億円） 教育費（△35億円）

移転支出的なもの 災害復旧費（△53億円）

扶助費（△13億円）

補助費等（＋10億円）

その他

災害復旧費（△53億円）

人件費の減（△51億円）、維持補修費の減（△17億円）及び災害復旧事業費
の減（△53億円）等が主要因

　行政コストと収入がそれぞれ減
依然として行政コストを賄うため、基金の

取り崩し等で対応

税源移譲影響分を加味した実質ベースの一般財源の減（△92億円）、分負担
金の減（△12億円）及び使手数料の減（△4億円）等が主要因

行政コスト



（　）は平成18年3月31日現在の数値

有形固定資産 負債
道路、河川、港湾、学校等 県債（借入金）

２兆９，２１７億円 １兆２，８５４億円
（ ２兆９，５９０億円 ） （ １兆２，８５３億円 ）

【うち土地 ５，６２５億円 】 債務負担行為
（ ５，５３６億円 ） １２億円

（ １４億円 ）
退職給与引当金

投資等 １，９９２億円
（ ２，０２８億円 ）

１，６０６億円 負債計 １兆４，８５８億円
（ １，６４２億円 ） （ １兆４，８９５億円 ）

流動資産 正味資産

６００億円 １兆６，５６５億円
（ ６００億円 ） （ １兆６，９３７億円 ）

計 ３兆１，４２３億円 計 ３兆１，４２３億円
（ ３兆１，８３２億円 ） （ ３兆１，８３２億円 ）

青森県普通会計のバランスシート（平成19年3月31日現在）

基金（固定的なもの）、出資金
等

資産形成に使った国の補助
金、一般財源

現金預金、基金（現金化が容
易なもの）、未収金（税等）

借方 貸方固定資産を取得す
るために使われたお
金の総額。
土地については、取
得した時のお金。
土地以外について
は、減価償却（価格
を見直す）している。

団体等への出資金
及び貸付金、公共
施設等整備基金等
の貯えているお金。

現金で持っているも
のの他、必要時に
すぐに現金化する
ことのできる基金、
県税など県に納め
てもらうお金のうち
まだ収入されてい
ないお金。

これまで道路、学
校、新幹線等を建
設するための財源と
して借金しているお
金の残高。

将来へ支払い義
務のあるもの

県の職員が年度
末に全員退職した
とした場合の退職
金

これまで道路や学
校等を建設するた
めに使ったお金の
うち国からの補助
金、税金等の県の
お金の総額

県民ひとりあたりのバランスシート

有形固定資産 負債
県債（借入金）

２，０２１千円 ８８９千円
（ ２，０２７千円 ） （ ８８０千円 ）

【うち土地 ３８９千円 】 債務負担行為
（ ３７９千円 ） １千円

（ １千円 ）
退職給与引当金

投資等 １３８千円
（ １３９千円 ）

１１１千円
（ １１２千円 ） 負債計 １，０２８千円

（１，０２０千円 ）

流動資産 正味資産
４２千円 １，１４６千円

（ ４１千円 ） （１，１６０千円 ）

計 ２，１７４千円 計 ２，１７４千円
（ ２，１８０千円 ） （２，１８０千円 ）

借方 貸方

人口１，４４５，５９２人

本県
全国の
状　 況

順位

社会資本の世代 56.7 － －
間負担比率（％） (57.2) (50.5) （21位）

予 算 額 対 4.31 － －
資 産 比 率 （ 年） (4.25) (3.61) （16位）

59.5 － －
(59.4) (58.7) （27位）

※ 1 　 社会資本の世代間負担比率とは、有形固定資産のうち正味資産によって形成されている
比率で、この比率が高いほど、将来世代の負担分が少ないといえます。
　 予算額対資産比率とは、資産合計が本県の収入合計の何年分に相当するか表したもので、
この比率が高いほど、ストックとしての社会資本の整備が進んできたものといえます。
　流動比率とは、１年以内に返済する必要のある負債と、その返済に充て得る資産の比率で、
この比率が高いほど、短期的な負債対応力があるといえます。

2 　全国の状況は作成・公表されている４４道府県を対象としています。
3  　県民ひとりあたりの数値を算出するにあたっては、各年度末3月31日現在の住民基本台帳

登載人口を採用しています。

流 動 比 率 （ ％）

各種指標について

（　）は平成17年4月1日～平成18年3月31日
（単位：億円）

区分 総　額
構成
比率

総務費 民生費 衛生費
農林水
産業費

商工費 土木費 警察費 教育費 その他

人にかか 2,044 34.9 89 60 56 131 23 52 252 1,361 20

るコスト (2,095) (34.8) (86) (59) (59) (140) (26) (50) (256) (1,398) (21)

物にかか 1,805 30.9 77 38 36 546 24 848 84 145 7

るコスト (1,823) (30.3) (81) (44) (33) (550) (24) (857) (85) (141) (8)

移転支出 1,729 29.6 304 654 105 174 40 163 3 97 189

的なコスト (1,729) (28.7) (272) (602) (129) (219) (60) (165) (2) (99) (181)

その他の 289 4.6 289

コスト (371) (6.2) (371)

コスト 5,867 100.0 470 752 197 851 87 1,063 339 1,603 505

総額 (6,018) (100.0) (439) (705) (221) (909) (110) (1,072) (343) (1,638) (581)

構成 100.0 8.0 12.9 3.4 14.6 1.5 18.2 5.8 27.4 8.2

比率 (100.0) (7.3) (11.7) (3.7) (15.1) (1.8) (17.8) (5.7) (27.2) (9.7)

青森県普通会計行政コスト計算書（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

職員の給与や
退職給与引当
金の不足分な
ど

消耗品や光
熱水費などの
需用費、有形
固定資産の
減価償却費な
ど

高齢者や児童
などへの手
当、市町村及
び団体などへ
の補助金など

災害復旧費、
県債の利子、
納入されな
かった税金な
ど

県民ひとりあたりの行政コスト収入項目

本県 全国の状況 順位

１４１，３７７円 － －
（ １４３，４５１円 ） （ １１７，８５４円） （10位）

１２４，８６４円 － －
（ １２４，８７０円 ） （ ６９，３２０円 ）（11位）

１１９，５８５円 － －
（ １１８，４２９円 ） （ ８６，００６円 ） （８位）

２０，０１６円 － －
（ ２５，４２１円 ） （ １５，９０８円 ）（10位）

４０５，８４２円 － －
（ ４１２，１７１円 ） （ ２８９，０８９円 ） （９位）

※  全国の状況は作成・公表されている３９道府県を対象としています。

その他のコスト

コスト総額

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

（単位：億円）

311
（ 354 ）

736
（ 978 ）

4,083
（ 3,947 ）

5,130
（ 5,279 ）

収入項目

使用料・手数料等

国庫支出金

一般財源

順位

－
（２４位）

－
（１５位）

－
（２１位）

－
（１７位）

－
（２０位）

（参考）行政コスト総額



3.流動資産
　600億円（1.9%）

2.投資等
　1,606億円（5.1%）

1.有形固定資産
　2兆9,217億円
　　（93.0%)

0
0 0

0

2.一般財源等
　7,489億円(23.8%)

1.国庫支出金
　9,076億円(28.9%)

2.流動負債
　1,009億円（3.2%）

1.固定負債
　1兆3,849億円
　　（44.1%）

［資産］　3兆1,423億円

［負債］
1兆4,858億円

普 通 会 計 バ ラ ン ス シ ー ト
 (平成19年3月31日現在）

［正味資産］
　1兆6,565億円

移転支出的なもの

物に係るもの

人に係るもの

商工費
87億円

1.5%

諸支出金
179億円

3.1%衛生費
197億円

3.4%公債費
237億円

4.0%

警察費
339億円

5.8%

総務費
470億円

8.0%

民生費
752億円

12.8%

農林水産業費
851億円

14.5%

土木費
1,063億円

18.1%

教育費
1,603億円

27.3%

災害復旧費
36億円

0.6%

その他
21億円

0.4%

議会費
13億円

0.2%

労働費
19億円

0.3%

人に係るもの

物に係るもの

移転支出的なもの

行政コスト
5,867億円

県民一人当たり
41万円

行政コストの内訳（目的別・性質別）
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）


